
第 1回肝炎対策推進協議会

議事次第

1.開 会

2.会長選任及び会長代理指名

3.肝炎対策推進協議会の運営について

4.肝炎対策推進協議会のスケジュールについて

5.肝炎対策の現状について

6.委員からのプレゼンテーション

フ.意見交換

8,その他

日時 :平成 22年 6月 17日 (本 )

15:00～ 18:00
場所 :厚生労働省 省議室

中央合同庁舎第5号館9階
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資料 1   肝炎対策推進協議会委員名簿

資料 2   肝炎対策推進協議会運営規程 (案 )

資料3   肝炎対策推進協議会について

資料4-1 肝炎総合対策の推進について

資料4-2 各自治体における肝炎対策の現状について (概要)

資料5   肝炎情報センターの役割と現状について 【溝上委員提出資料】

資料6   東京都のウイルス肝炎対策について 【桜山委員提出資料】

資料7   山梨県の肝炎対策について 【山梨県提出資料】

資料8   肝炎及び肝炎対策の現状にかかわる疫学的考察 【田中委員提出資料】

資料9   肝炎対策推進にあたっての提言 【阿部委員提出資料】

資料 10  肝炎対策基本指針策定に向けた堤言 【武甲委員提出資料】
,

資料11  肝炎対策基本指針策定に向けた提言 【木村委員提出資料】

(参 考 資 料 )

参考資料 1-1 肝炎対策基本法             ヽ

参考資料 1-2「 肝炎対策の推進に関する件」(平成21年 11月 26日 衆議院厚生労働委員会決議)

参考資料 1-3 肝炎対策推進協議会令

参考資料 1-4 肝炎対策基本法について (厚生労働事務次官通知)    ′

参考資料2-1 肝炎対策をめぐる近年の動きについて

参考資料2-2 平成 22年度肝炎総合対策予算

参考資料2-3 平成 22年度における肝炎医療費助成制度の拡充について

参考資料2-4 平成 21年度肝炎治療特別促進事業の実績

参考資料2-5 平成 20年度肝炎ウイルス検査の実績         '

(特定感染症検査等事業、健康増進事業における肝炎ウイルス検診)



参考資料2-0 各自治体における肝炎対策の現状について (平成 22年 4月現在)

参考資料2-7 肝疾患診療連携拠点病院―覧 (平成 22年 6月 1日 現在)

参考資料2-8 肝炎に関する普及啓発リーフレット等

参考資料2-9 厚生労働科学研究/肝炎等克服緊急対策研究事業採択課題 (平成 14～ 22年度)

参考資料2-10 全国厚生労働関係部局長会議説明資料 (肝炎対策関係部分抜粋)

参考資料3-1 ウイルス性慢性肝疾患に対する核酸アナログ製剤・インターフェロン製剤等

の有効性・安全性について 【報告書】【追加報告】

参考資料3-2 0型 慢性肝炎難治症例に対するペグインターフェロンおよびリバビリン併用

療法における延長投与 (72週投与)にっいて           t

参考資料3-3 都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドライン

参考資料3-4 平成 22年度診療報酬改定関係法令 (肝炎対策関係部分抜粋)

参考資料3-5 肝炎研究 7カ年戦略



資料 1
′        |:

肝炎対策推進協議会委員名簿  (平成22年 6月 1日 現在)

(五十音順・敬称略)

氏  名 役職

あいざわ よしはる

相澤 好治
北里大学医学部部長

あべ よういち

阿部 洋一
日本肝臓病患者団体協議会

あまの ふさこ

天野 聰子
日本肝臓病患者団体協議会

きむら しんいち

木村 伸一
B型肝炎訴訟元原告

くまだ ひろみつ

熊田 博光
国家公務員共済組合連合会虎の門病院分院長

さくらやま とよお

桜山 豊夫
東京都福祉保健局技監

しのはら じゅんこ

篠原 淳子
日本労働組合総連合会総合政策局生活福祉局局長

せと みのる

瀬戸 実
全国中小企業団体中央会理事 。事務局長

たけだ せいこ

武田 せい子
薬害肝炎原告団

たなか しゅんこ

田中 純子
広島大学大学院医歯薬学総合研究科教授

たつおか すけあき

龍岡 資晃
学習院大学法科大学院教授

とりごえ じゅんたろう

鳥越 俊太郎
(有)エーアンドエス鳥越事務所代表取締役

なんぷ ゆみこ 1

南部 由美子
福岡市東保健所所長

はやし のりお

林 紀夫
関西労災病院院長

ひらい みちこ

平井 美智子
薬害肝炎原告団

ほさか しげり

保坂 ′シゲリ
社団法人日本医師会常任理事

まつおか さだえ

松岡 貞江
日本肝臓病患者団体協議会

みぞかみ まさし

溝上 雅史

独立行政法人国立国際医療研究センター
肝炎・免疫研究センタニ長

みやした あきら

宮下 暁
東芝健康保険組合理事長

わきた たかし

脇田 隆字
国立感染症研究所ウイルス第2部部長
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資料 2

肝炎対策推進協議会運営規程 (案 )

(平成二十二年六月○日1千炎対策推進協議会決定)

肝炎対策推進協議会令 (平成二十一年政令三〇九号)第六条の規定に基づき、この規程を制定

する。      '

(会議)

第一条  肝炎対策推進協議会 (以下「協議会」という:)は、会長が招集する。       ・

2 会長は、協議会を招集しようとするときは、あらかじめ、期日、場所及び議題を委員及び議

事に関係のある専門委員に通知するものとする。

3 会長は、議長として協議会の議事を整理する。

(会議の公開)

第二条  協議会の会議は、公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立な

審議に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときその他正当な理由があると認めるときは、

会議を非公開とすることができる。

2 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置をとること

ができる。

(議事録)

第三条 協議会における議事は、次の事項を含め、議事録に記載するものとする。

、 一 会議の日時及び場所     .
二 出席した委員及び専門委員の氏名

三 議事となった事項             _  `
:2 

議事録は、公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立な審議に著しい

支障を及ぼすおそれがあると認めるときその他正当な理由があると認めるときは、議事録の全

部又は一部を非公開とすることができる。

3 前項の規定により議事録の全部又は一部を非公開とする場合には、会長は、非公開とした部

分について議事要旨を作成し、これを公開するものとする。

(委員会の設置)       :  ´

第四条 会長は、必要があると認めるときは、協議会に諮って委員会を設置することができる。 ｀

12 委員会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する.            :
3 委員会に委員長を置き、当該委員会に属する委員のうちから、会長が指名する。      

｀

4 委員長は、当該委員会の事務を掌理する。

5 委員長に事故があるときは、当該委員会に属する委員のうちから委員長があらかじめ指名す

る者が、その職務を代理する。

(雑則)

第五条 この規程に定めるもののほかt協議会又は委員会の運営に関し必要な事項は、それぞれ

会長又は委員長が定める。

3
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予防 日早期発見の推進 肝炎医療の均てん化促進等
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専門的な知識・技能を有する医師等、医療従事者の育成

医療機関の整備                  z
肝炎患者の療養に係る経済的支援        く

肝炎医療を受ける機会の確保

(医療機関、雇用者等関係者の連携体制の構築、等 )

肝炎医療に関する情報の収集提供体制・相談支援体制の整備、

等
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施策実施に

当たつては、

肝炎患者の

人権尊重

差別解消
に配慮

設置

-
一意見

肝炎対策
基本指針

●公表

●少なくとも 5年

ごとに検討

→必要に応じ、変更

・肝炎患者等及びその家族

又は遺族を代表する者
・肝炎医療に従事する者
・学識経験のある者

● 治療水準の向上が図
られるための環境整備

● 患者支援の在 り方に
ついて、医療に関する

状況を勘案 し、

今後必要に応 じ、検討
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今日、我が国には、肝炎ウイルスに感染し、あるいは肝炎に罹 (り )患 した者が多数存在し、肝炎が

国内最大の感染症となつている。

肝炎は、適切な治療を行わないまま放置すると慢性化し、肝硬変、肝がんといったより重篤な疾病に

進行するおそれがあることから、これらの者にとうて、1平来への不安は計り矢□れないものがある。

戦後の医療の進歩、医学的知見の積重ね、科学技術の進展により、肝炎の克服に向けた道筋が開かれ

てきたが、他方で、現在においても、早期発見や医療へのアクセスにはいまだ解決すべき課題が多く、

さらには、肝炎ウイルスや肝炎に対する正しい理解が、国民すべてに定着しているとは言えない。

B型肝炎及びC型肝炎に係るウイルスヘの感染については、国の責めに帰すべき事由によりもたらさ

れ、又はその原因が解明されていなかつたことによりもたらされたものがある。特定の血液凝固因子製

剤にC型肝炎ウイルスが混入することによって不特定多数の者に感染被害を出した薬害肝炎事件では、

感染被害者の方長に甚大な被害が生じ、その被害の拡大を防止し得なかつたことについて国が責任を認

め、集団予防接種の際の注射器の連続使用によってB型肝炎ウイルスの感染被害を出した予防接種禍事

件では、最終の司法判断において国の責任が確定している。

このような現状において、肝炎ウイルスの感染者及び肝炎患者の人権を尊重しつつ、これらの者に対

する良質かつ適切な医療の提供を確保するなど、肝炎の克服に向けた取組を一層進めてい<ことが求め

られている。

ここに、肝炎対策に係る施策について、その基本理念を明らかにするとともに、これを総合的に推進

するため、この法律を制定する。



刊

(Eヨ 白旬)

第一条 この法律は、肝炎対策に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体、医療保la~者、
国民及び医師等の責務を明らかにし、並びに肝炎対策の推進に関する指針の策定に
ついて定めるとともに、肝炎対策の基本となる事項を定めることにより、肝炎対策
を総合的に推進することを目的とする。

(基本理念)

第二条 肝炎対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。
一 肝炎に関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進するとともに、肝炎の予防、

診断、治療等に係る技術の向上その他の研究等の成果を普及し、活用し、及び発展さ

せること。:

= 
何人もその居住する地域にかかわらず等し<肝炎に係る検査 (以下「肝炎検査」と

いう。)を受けることができるようにすること。

三 肝炎ウイルスの感染者及び肝炎患者 (以下「肝炎憲者等」という。)がその居住す

る地域にかかわらず等し<適切な肝炎に係る医療 (以下「肝炎医療」という。)を
受けることができるようにすること。

四 前三号に係る施策を実施するに当たっては、肝炎憲者等の人権が尊重され、肝炎患

者等であることを理由に差別されないように配慮するものとすること。



00

(国の責務)

第三条 国は、前条の基本理念 (次条において「基本理念」という。)にのつとり、肝炎対策を総合的

に策定し、及び実施する責務を有する。

(地方公共団体の責務)

第四条 地方/AN共団体は、基本理念にのつとり、肝炎対策に関し、国との連携を図りつつ、その地域の

特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

(医療保険者の責務)         ・

第五条 医療保険者 (介護保険法 (平成九年法律第百二十三号)第七条第七項に規定する医療保険者を

いう。)は、国及び地方公共団体が講ずる肝炎の予防に関する啓発及び矢□識の普及、肝炎検査に

関する普及啓発等の施策に協力するよう努めなければならない。

(国民の責務)

第六条 国民は、肝炎に関する正しい矢□識を持ち、肝炎患者等が肝炎患者等であることを理由に差別さ

れないように配慮するとともに、肝炎の予防に必要な注意を払うよう努め、必要に応じ、肝炎検

査を受けるよう努めなければならない。

(医師等の責務)

第七条 医師その他の医療関係者は、国及び地方公共団体が講する肝炎対策に協力し、肝炎の予防に寄

与するよう努めるとともに、肝炎憲者等の置かれている状況を深<認識し、良質かつ適切な肝炎

医療を行うよう努めなければならない。
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第一節 肝炎の予防及び早期発見の推進
(肝炎の予防の推進)

第■―条 国及び地方公共団体は、肝炎の予鮨に関する啓発及び知識の普及その他の肝炎の予5/tの推進のために必要な施策を講ずるも
のとする。

(肝炎検査の質の向上等)

第十二条 国及び地方公共団体は、肝炎の早期発見に資するよう、肝炎検査の方法等の検討、肝炎検査の事業評価の実施、肝炎検査に
携わる医療従事者に対する研修の機会の確保その他の肝炎

誓翼2房紀屁圭意島異震纂客懸宅房[響蒼「

講するとともに、肝炎
検査の受検率の向上に資するよう、肝炎検査に関する普及

曇葦曇霙
[菖][[;:警点:骨5]言言I』[層響言言雷][慧遜舷墨憲発染磐羹霞営碧月2讐2F炎

医療に携わる専門的な矢0識肇
(医療機関の整備等)

第十四条 国及び地万公共団体は、肝炎患者等がその居住する地域にかかわらず等し<その状態に応じた適切な肝炎医療を受けること
ができるよう、1専門的な肝炎医療の提供等を行う医療機関の整備を図るために必要な施策を講するものとする。

2 国及び地方
/AN共

団体は、肝炎患者等に対し適切な肝炎医療が提供されるよう、前項の医療機関その他の医療機関のF88に おけ
る連携協力体制の整備を図るために必要な施策を講するものとする。

(肝炎患者の療養に係る経済的支援)

第十五条 国及び地方公共団体は、肝炎患者が必要に応じ適切な肝炎医療を受けることができるよう、肝炎患者に係る経済的な負担を
軽減するために必要な施策を講するものとする。

≦軍宍案
療

菖震88簿公興薔探讚 肝炎患者が肝炎医療を受けるに当たって入院、通院等に支障がないよう医療機関、肝炎患者を雇
用する者その他の関係する者間の連携協力体制を確保することその他の肝炎患者が1干炎医療を受ける機会の確保のために必要
な施策を講するとともに、医療従事者に対する肝炎患者の療養生活の質の維持向上に関する研修の機会を確保することその他
の肝炎患者の療養生活の質の維持向上のために必要な施策を請するものとする。

≦軍奢案療醤震3晃層寒興晋憲ξ誉絆製昌暦層菖なる情報の収集及び提供を行う体制を整備するために必要な施策を講するとともに、
ET炎患者等、その家族及びこれらの者の関係者に対する相談支援等を推進するために必要な施策を講するものとする。

第三節 研究の推進等
第十八条 国及び地方公共団体は、革新的な肝炎の予防、診断及び治療に関する方法の開発その他の肝炎の罹患率及び肝炎に起因する

2 菖護客蠅再医異高屎憲『肝翼墜薦2雰奮E辱稽雇撼曇選事
にその成果が活用されるよう必要な施策を講するものとする。

が高い医薬品及び医療機器の早期の薬事法 (昭和三十五年法律第百
四十五号)の規定による製造販売の承認に資するようその治験が迅速かつ確実に行われ、並びに肝炎医療に係る標準的な治療
方法の開発に係る臨床研究が円滑に行われる環境の整備のために必要な施策を請するものとする。
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回 ・ 肝炎対策基本法 (平成21年法律第97号)に基づき、
0厚生労働大臣は、肝炎対策の総合的な推進を図るため、肝炎対策の推進に関する基本的な指針

(肝炎対策基本指針)を策定しなければならない。 (法 9条 1項)

・肝炎対策基本指針は、次に掲げる事項について、定めるものとする。 (法 9条 2項 )

① 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向   '
② 肝炎の予防のための施策に関する事項

③ 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項

④ 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項

⑤ 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項

⑥ 肝炎に関する調査及び研究に関する事項         ^
⑦ 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項

③ 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項

⑨ その他肝炎対策の推進に関する重要事項

・厚生労働大臣は、肝炎対策基本指針を策定しようとするときは、あらかじめ、・関1系行政機関の長

に協議するとともに、肝炎対策推進協議会の意見を聴くものとする。(法 9条 3項)

● 厚生労働省に、肝炎対策基本指針に関し、第9条第3項に規定する事項を処理するため、

肝炎対策推進協議会 (以下「協議会」という。)を置<。 (法 19条)

● 委員は、肝炎患者等及びその家族又は遺族を代表する者、         
″

肝炎医療に従事する者並びに学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命する。(法20条2項 )

● 協議会は、委員20人以内
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資料4-1

【肝炎】
肝臓の細胞が破壊されている状態

【原因】 1    ‐   ・

ウイルス性  :A型、B型、c型、D型、E型など
薬 物 性  :薬物や毒物、化学物質による
アルコール性 :アルコニルによる   .        :
自己免疫性  ‐:免疫系の異常による

【ウイルス性肝炎】 臨床経過から下記①、②、③に分類          、'

①急性肝炎 :A型、B響、E型肝炎ウイルスによるものが多い
、 急激に肝細胞が障害される、(症状は発熱、全身倦怠感、|:黄疸など).

自然経過で治癒する例が多い      .      .

②劇症肝炎 :急性肝炎のうち8週間以内に高度の肝機能障害により脳症などを来す
集中的な医学管理が必要 (生存率は30%程度)

③慢性ET炎 :B型、C型肝炎ウイルスによるものが多い
長期間にわたり肝障害が持続
徐々に肝臓が線維イヒし肝硬変に至ることもある

13



B型肝炎 C型肝炎

キャリア数※1 約110～ 149万人(推定) 約190～ 23o万人(推定)

患者数※2 約7万人(推定)

(慢性肝炎 約5万人/肝硬変・肝がん 約2万人)

約37万人(推定)

(慢性肝炎 約28万人/肝硬変・肝が

～

約9万人)

※ 1 平成16年度厚生労働科学研究費補助金肝炎等克服緊急対策研究事業報告書 (吉澤班)より推計.

患者数 (推計)を含む。
           存在し続lザている状態の者。  |「キャリア」とは、肝炎ウイルスが体内1手持続的に1

患者数は、平成20年患者調査より推計。                 、     ,
,

※ 2

B 型  肝  炎 C 型 肝 炎

原因
ウイルス

B型肝炎ウイルス C型肝炎ウイルス

病原体の

発見
1968(S`3)′F 1988(S63)`手

検査方法

の確立
1970(S45)年 1989(H元 )年

献血時の

検査開始
1972(S47)J手 1989(H元 )年

‐
主な

感染経路

血液を介して感染
口垂直感染(母子感染)、

口水平感染(輸血等の医療行為、性感染、
等)

血液を介して感染
・垂直感染 (母子感染)、

・水平感染 (輸血等の医療行為、性感染、

等 )

治療法

抗ウイルス療法 :
(インタ■フエロン、核酸アナログ製剤,'     

等)

肝庇護療法(グリチルリチン製剤等)

抗ウイルス療法(インターフェロン)

肝庇護療法(グリチルリチン製剤等)

ワクチン あり なし

14



・緊急肝炎ウイルス検査事業の開始

<肝炎総合対策の開始>
・インタ‐フ

'ェロン治療に対する医療費助成の開始

・インターフェロン医療費助成の運用変更

〔 8M層窪〃ず芳碁4漫篠言満昇訂蜜義ぃ       〕
・肝炎対策基本法 (平成21年法律第97号 )公布

・肝炎対策基本法 (平成21年法律第97号)施行

日肝炎医療費助成の拡充

20年 1月 ～

20年4月 ～

21年4月 ～

21年12月4日

22年 1月 1日

22年4月 1日

250.

200

150

100

50

0

H20H14 H15 H16 H17 H18 H19
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(単位 :億円)

H21 H22



80億円】

【25億円】

研究の推進 【20億円】

晰

晰



B型・ C型ウイルス性肝炎に対する
インターフェロン治療 及び 核酸アナログ製剤治療への

医療費助成を行う。

都道府県

B型口C型ウイルス性肝炎患者

B型・C型肝炎の根治を目的としたインターフェロン治療

B型肝炎の核酸アナログ製剤治療

原則 1万円

ただし、上位所得階層については、2万円

国 :地方=1:1

180億円

360億円

H22予算額 180億 円 ← H21予 算額 129億 円

H21 : 所得に応じ、 1、 3、 5万円の自己負担限度額

H21 : インターフェロン治療のみ助成対象

H21 : インターフェロン治療に係る制度利用は、1人につき1回のみ
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111‐ 1投与期間め延長について (712週投与)

.所得階層区1分1認定の例外1的

1取

扱いについて  :
‐ |      ‐■. |             .  :1●

=|=,.‐
・.‐ . =‐ =■

●,■‐‐_____ ■===

O 自己負担限度額決定のための、所得階層区分認定は、

申請者の住民票上の「世帯」全員の市町村民税課税額の合計による。

畢

住民票上の「世帯」を原則としつつも、税制上・医療保険上の
.扶養関係にない者については、例外的な取扱い(課税額合算

対象から除外)を認める。

「
―

Ｉ

Ｊ

ヾ

患

ル

る脚
諦

は

翻　　年度‥

助
　
　
２‐

○
　
仁
門
―
卜
Ｌ

「
―

―

＝

Ｊ

度年２Ｈ
ｒ
ｌ
ｌ
Ｌ

インターフエロン治療に係る医療費助成実施手続の仕組み

③肝炎治療受綸者証
交付申請

②インターフエロン治療費
審査支払事務委託契約

①支払
インターフェロン治療費
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肝炎ウイルス検査の無料イじの体大 ■・ .

|「 il帰疇所におけう肝炎ウイルス検査 (特定感染症検査等事業)

4～ 18年度  保健所のみ

9年度から   医療機関委託も可能

0年 1月 から 委託医療機関での検査も

無料化が可能となるように措置

H22予算額 ‐25億円 ← H21予算額46億円

健康増進   市町村

事業
(肝炎ウイルス

検診)

希望者    看獅走肇だ
040歳 となる者
040歳以上の者であつて、

過去に受検歴のない希望者



実施年度 受診者 (人 ) 実施自治体数 (うち都道府県)

14 2, 322 35(16)

15 2,998 40(19)

16 6, 918 38(17)
1了 3.546 41(19)

18 15, 149 59(28)

19 181,697 121(45)

120

実施年度 受診者 (人 ) 実施自治体数 (うち都道府県)

14 1,805 30(14)

15 1,942 35(17)

16 4,855 35(15)

17 31495 39(16)

18 21, 331 48(22)

19 179,445 118(45)

20 456,727 ↑30(47)

(注)「緊急肝炎ウイルス検査事業」とは、平成20年 1月 から開始した医療機関委託による無料での肝炎ウイルス検査をいう。

節 目 節日外 節目 節日外 計 節 目 節日外 全体

B型 60,783 599,797 416 6,059 6,475 0.7 1.0 1:0

C型 61,077 596,860 195 6,061 6,256 0.3 1.0 110
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1肝炎ウイル不検診等実績

1)C型肝炎ウイルス

受診者数(人 )

「現在、C型肝炎ウイル
スに感染している可能性
が極めて高いJと判定

された者 (人 )

感業者率く%)

40歳検診
40歳検診以外の

対象者への検診
計 40歳検診

40歳検診以外の

対象者への検診 計 40歳検診
40歳検診以外の

対象者への検診
全体

平 成 19年度 129241 895,121 1_02437 8.051

`籠
目 満 診 飾 日外 検 診 計 節日検診 飾日外検診 滸 飾目検診 宙 日 外 18診

(平成18年度) 1.138.001 596.19( 1.734,191 1

(平成17年度) 1.196.45・ 1.527.81( 8,901 5,06i 13.971 l

(平成16年度) 1,271,321 347431 1,618,5 10.381 6●41 1 :

(平成15年度) 1,375,581 454,681 1,33027( 23.49 1 :

(平 成 14年席 〕 1298_741 6'47■ 1.923.48( 14.67: :

検診2 ウイルス

受診者数(人 )

HBs抗原検査におい

てr陽性』とされ
た者 (人 )

感染者率 (■ )

40歳検診
40歳検診以外の

対象者への検診
計 40歳 検診

40歳検診以外の

対象者への検診
計 40歳検診

40歳検診以外の

対象者への検診
全体

平 成 19年鷹 898.56 l.023.631 1 1

節 目検診 節日外検診
=十

節目検診 節 日 外 検 診 計 節 □ 検 診 節 日 外 検 診

(平成 18年度 ) :45.29 604,30 :_74■ 591 6_401 1 1

く平成17年度) .205421 34140( :.546.821 2_731 4.391 1 1

(平成16年度) 356.231 1.635,93` : 1 1

(平成15年度) _382.66( 1,349,121 22.521 : 1 1

(平 成 14年障 ) 291■ 9: 631.911 1923.11 5.231 1

H212‐予算額 191 2億円 ■ H21予算額912億円

(1)1診療体制の整備の拡充

・ 肝疾患診療連携拠点病院の指定

・ 肝炎情報センターの設置

(2)肝 硬変・肝がん患者に対する心身両面のケア、

医師に対する研修の実施  ヽ  :

・ 拠点病院における肝疾患相談センタTでの
相談事業の実施

_   ・ 肝炎情報センター主催の研修の実施
・ 拠点病院主催の研修の実施



l   ③研修機能   |
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②拠点病院間情報共有支援
|

肝疾患診療連携拠点病院で構成する
Ti協議会組織の事務局機能を担うなど拠

l①インターネット等による最新情報提供 |1点病院間の情報共有

1肝疾患医療に関する診療ガイドライン、肝炎診 |
!療をめぐる国内外の情報        ._.卜 ゝ

.

1_._._.__.~● ~● ~|― ●,● ~・ ~・ ~● ― ―●―●~`~● ~・ ~・ ~● ―●~● ―●‐●―●
、

一●―・ ~~・ ~

一般住民
医療機関

7参幹骨
相
談
支
援

講
演
会
・

医療機関

二般住民

肝疾患診療に関する医療機関に求められる役割

【専F5医療機関】
(2次医療圏に1カ所以上)

① 専門的な知識を持つ医師による診断と治療方針の決定

② インターフェロンなどの抗ウイルス療法

③ 肝がんの高危険群の同定と早期診断

【肝疾患診療連携拠点病院】
(都道府県に原則 1カ所)

肝疾患に係る一般的な医療情報の提供

都道府県内の医療機関等に関する情報の収集や提供

医療従事者や地域住民と対象とした

研修会・講演会の開催や肝疾患に関する情報支援

肝疾患に関する専門医療機関と協議の場の設定

肝疾患診療連携
拠点病院専門医療機関

かかりつけ医

22年6月 1日現在

都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドライン
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平成22年度診療報酬改定の概要
全体改定率   +0119%的 700億円)

.二
:〉

■0年ぶりのネットプラス改定
診療報酬 (本体)十

医科 +1.74%
(約4,800億 F

急性期入院医療に概ね4000億 円を配分

歯科 +2.09%櫛 600億円)

調剤 +O.52%飽 300億円)

薬価等     ▲1.36%徽ζ′ooo億 円)

社会保障審議会の「基本方針」

1.重点課題
・救急、産科、小児、外科等の医療の再建
・病院勤務医の負担軽減
2.4つの視点

充実が求められる領域の評価 など
3.後期高齢者という年齢に着目した診療報
酬体系の廃止 ■

重点課題への対応 ー
救命救急センター、二次救急医療機関の評価

ハイリスク妊産婦管理の充実、ハイリスク新生児に対する集中治療の評価

手術料の引き上げ、小児に対する手術評価の引き上げ

緻 飩 餘 蜃 調 菱 F¬
後期高齢者医療の診

75歳という年齢に着目した診療報酬体系の廃止

地域の連携による疾患対策の評価について

>肝炎治療の専門医療機関において、肝炎患者に対するイン
ターフェロン治療計画を策定し、副作用等を含めた詳細な説明を
行うことを新たに評価

① 肝炎インターフェロン治療計画料   700点

>肝 炎治療の専門医療機関と連携して肝炎インターフェロン治療
を行う地域の医療機関の評価    _

肝炎インターフェロン治療連携加箪 50点

枷 卿
>認知症の専門医療機関において、認知症の鑑別診断及び療養
方針の決定を行うことを評価

Q)認知症専門診断管理料    500点
>認知症の専門医療機関と連携した地域の医療機関における認
知症患者の診療の評価



言顆幹録稀×轟‐311轟::墓詰:

l幣Z齢焚鷲鯛轟島鳳

最新情報警 客に関する各種資料、1炎
lF甲すoνイ?琴 1干

::凛暮碑|

肝疾患診療連携拠点病院に設置する相談センター・相談員の資質向上のため、

肝炎患者ないし元患者であつた者を講B薔とする講習会を実施

同じ経験を有する患者 。家族が相談にのり、互いに支え合うこと

(ピアサポート)ができるよう、肝炎患者等を対象にしたピアサポーター

育成のための研修を実施 ※ピア(peer):同 じ立場の方

> 地1或で、電話相談などの活動を実施する憲者会の活動に対する支援等

(          24

厚労省における

主な取組

> 地域の憲者、家族、患者支援団体等のご要望に応える『患者サロン』の開設



H22予算額 20億円 ← H21予算額19億円

H14  H15  H16  H17 H18  H19  H20 H21  H22

戦略 目標

今後7年間で、

・B型肝炎
の臨床的治癒率、

.

約30%→ 40%、

・C型肝炎 ヽ

(lb高ウイルス型)

の根治率
約50%→ 70%

・非代償性肝硬変
(Child― Pugh C)
における5年生存率
約25%→500/0(B型 )(

約25%→ 35%(c型 )

・進行肝がん
の5年生存率
約25%→ 40%

を目指す。

■1圧炎‐等の研1究成果

1懇卜許
ズ

`叡

北醗島
'轟

黒ニ



t  ´_

0ウイルス性肝炎の

輩躍識通=|,1治癒率上昇

0肝硬機聯剛蜘`んによる

治療技術の開発

期診断 口治療技術の開発 等

0 肝疾患病態別のキャリi

0 標準的な肝炎治痺

0 新規治療薬の開鋼

0 肝硬変に対t

・国内最大の感染症

“肝がん全

肝炎等克服緊急対策研究事業      l.

肝炎研究
7カ年戦略

数※2

千人
１

２

平蔵L年度厚労省研究班報告書(吉澤班)より推計
※ 平成20年人口動態統計 (確定数)の概況より推計

10「

^1沿

療1崚
1と

お療築門警:の|ガ員Lr関すぅ言|マ :‐
|

●肝硬変を含めたウイルス性肝疾患の治療の標準化に関する研究(H19-21)

・B型及びC型慢性肝炎の詳細なガイドライン作成

●テーラーメイ ド治療を目指した肝炎ウイルスデータベース構築(H19-21)

・肝炎ウイルス統合データベースの構築

10鮮演変治療の現状と治療薬開発の1方向性に関する|三|マ 1

●インタニフェロンの抗肝線維化分子機構の解明とその応用(H20-22)

・マウス星細胞の活性化時に変動するmbro RNAの抽出

19=が石潜驀|:1殊|こ|1羞暴|||オ1鷲1申準テ́‐
||11

●肝癌早期発見を目的とした分子マーカー及び画像診断システムの開発 (H20-22)

・肝・IEの悪性度及び早期肝癌の新しい分子マーカー候補の検出

10新111レイルスⅢll^湾療華1輌義||11,=暮棗
"=φ

ガ1lⅢII粛,する||||
●ヒト肝細胞キメラマウスを用いた治療抵抗性の肝炎に関する研究(H20-22)

・治療抵抗性のC型肝炎モデル及び薬剤抵抗性のB型肝炎モデルの作成

●肝炎ウイルスの培養系を用いた新規肝炎治療法の開発(H19-21)
・HCV感染に関わる複数の新たなHCV侵入阻害機構の解明

10中器 Ⅲ
=111準

す|||マ |:
●肝炎状況 。長期予後の疫学に関する研究(H19-21)

・『肝炎ウイルス検診」受診者、初回献血者の大規模集団における実態把握

26



●ウィルス性肝炎における最新の治療法の標準イしを目指す研究(H22-241
・FN少量長期投与のより高いエビデンスのための検討

●ウイルス性肝炎に対する応答性を規定する宿主因子も含めた情報のデータベース構築・治療応用に関する研究構築(H22-24)
・肝炎ウイルス統合データベースの構築

②

"凛

変1潜績の現状と着療薬開発め芳尚性i=蘭するテ■マ
●骨髄および脂肪由来細胞を用いた次世代型肝臓再生・修復 (抗線維化)療法の開発研究(H21-23)

・骨髄細胞を用いた肝再生療法の基礎的解析、有効性の検討

●肝発癌Ip制を視野に入れた肝硬変の栄費療法のガイドライン作成を目指した総含的研究(H20-22)
・肝硬変の栄養療法ガイドラインの作成

●ウイルス性肝炎からの発がん及び肝がん再発の抑制に関する研究(H22-24)
.・

C型の病態別における抗ウイルス療法の発がん抑制効果の検討

●肝炎ウイルス感染複製増殖過程の解明と新規治療法開発に関する研究(H22-24)
・HCV感染増殖に関与する宿主蛋自の解析び、HCV培養系による低分子ライブラリーからの増殖阻害物質の探索

●肝炎ウイルスによる肝疾患発症の宿主要因と発症予防に関する研究(H22-24)
・HCV増殖と代謝異常の関連を分子レベルで解明し、新規治療法の開発

⑤

"炎

等痺学研究:1間違するテ■ヤ
●肝炎ウイルス慰染状況・長期経過と予後調査及び治療導入対策に関する研究{H22-241

・肝炎ウィルス検査の追跡調査等による持続感業者総数の推計等の実態把握
●B型肝炎のジェノタイプA型感染の慢性化など本邦における実態とその予防に関する研究(H21-23)

・H8VジェノタイプAに関する我が国の実態把握を行い、ハイリスクグループの調査、予防対策を検討
●B型肝炎の母子感染および水平感染のl巴握とワクチン戦略の再構築に関する研究(H21-23)

・小児のB型肝炎ウイルス感染の感染経路等の実態を把握し、効果的な予防策の開発

早期発見・早期治療
:

適切な治療を受け
ていなし`理由

肝炎患者・感染者で
あることを知らない。

肝炎患者・感染者で
あることを知っている

―
日
▼

→匿□ ■
肝炎治療に適した
医療機関ヘアクセ
スできていない。

地域の診療体制が

出来ており、治療
に適した医療機関
に通院中。

医師からIFN治療を勧
められているが、iFN治

を受けていない。

経済的負担が主因である場合

不安や多忙が主因である場合



〇認定基準に該当する肝臓機能障害のある方

○肝臓移植を受け、抗免疫療法を実施している力

肝臓機能障害による身体障害者手帳の交付について
(平成22年4月 1日施行)    

平成22年 5月 25日

厚生労働省障害保健福祉部

対象者

適用される

施策など

申請書、診断書、写真 くたて4cln× 横3釧)をお住まいの市町村の担当窓□に提出してくださ
い 。

※診断書は、身体障害者手帳指定医が作成したものに限ります。

主として1干臓機能障害の重症度分類であるChnd― Pugh分類によつて判定します。

3ヶ月以上グレ`ニ ドCに該当する方が、概ね身体障害者手帳の交付対象となります。

※Ch‖d―Pugh分類
肝性脳症、腹水、lm清アルプミン値、プロトロンピン0吉 間、血清総ピリルビン値によつて

:T臓機能障害の重症度を評価します。

○障害者自立支援法に基づく障害福祉サービスや自立支援医療 (更生医療・育成医療)の対象と

なります。  ′

○等級によつては、公職選挙法に基づ<選挙の際に郵便投票を行うことができる措置の対象や、

障害者の雇用の促進等に関する法律に基づ<企業の1章害者雇用率制度や障害者雇用納付金の算定

の対象となります。

8習用電F撰虐撞震瞥講壺譲塞煙曇F碁露遷贈認籍塁P習果議曇議纂機薫轟桧料などの割31措置
を受けられる場合があります。

28



|=|:|"1条ウイル薮豪蒙|=馨琴1轟森||尋業)の実施状況
※ 調査対象 :都道府県、保健所設置市、

特別区 (計 136)

36

80 39

//｀
｀ ~~…

_`______― 一 ´
ノ

「

‐ ‐・~F_‐ FT‐ ~‐ ~:~=~‐ ~T‐
‐ 二 三

~~

※無料検査・未実施の主な理由
② (委託医療機関・未実施)の場合、

> 保健所のみで対応可能<23>
> 健康増進事業として、委託医療機関

における無料検査実施 <15>
③ (保健所 。未実施)・ め場合、

> 委託医療機関において実施 <12>
> 健康増進事業として、委託医療機関

自
治
体
区
分

Ю
０

都道府県

(47)

保健所設置

市 (66)

特別区

(23)・

.計
(136)

451、 O

酔
田
滲
ゝ
〔
訪
専
夕
覇
≫
凛
滸
Э
灘
薄
百
０
５
【

（露
旧
）

0102037

5

16

102

4

12

2

2

37

46

95

56

16

117

0

0

0

※保健所、委託医療機関の双方、又は、いずれかにおける実施
L_二におり墜磐職邁鍾等裏種≦上≧_____l



1■21肝炎ウイルス検査(特定感染症検査等事業)において、
||・蕩性‐|(疑 |ヽが嵩tヽ

'|1者

に対するt検査‐後の対応状況 ※調査対象 :都道府県、保健所設置市、

特別区 (計 136)
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自
治
体
区
分

都道府県

(47)

保健所設

置市 (66)

特別区

(23)

都道府県

(47)

保健所設置

市 (66)

特別区 (23)

(32)

(40)

(12)

13(10)

6(5)

3(3)

30

30

10

35

36

10

※1

肝炎の医学的

概説
→予防・病態 ち

治療に係る

説明
銀
〇

８

　

５

２８
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８

７

　
　
６

　
　
２

３

　
　
４

　
　
１

自
治
体
区
分

6    29  ヽ18   16   10

10     25 15   15   8

2    5    0

★その他、通矢日の際に、 【肝炎手帳の配布】 【医療機関の紹介状を交付】

独自のきめ細やかな対応を実施している自治体あり。

29  23 (20)

23  40 (19)

5  11(6)

【患者会の案内】など、

保健所実施分

委託医療機関



:'         |    :    ‐  1   1:|:■ ‐ :                     
‐ : :■

ザ1鷹雀7裏

`篤

暫群駅懲稿僕競千
※調査対象 :都道府県、保健所設置市、

特別区 (計 136)

フオローアップの具体的取組
>専門医への受診勧奨

>専PS医への紹介状交付

>専門医への紹介状交付+返送状況による受診確認、未受診者への受診

>電話 。来所 。訪間による相談の実施       |
>電話・訪間による受診状況の確認 。未受診者への受診勧奨,等

_一尋頂5募こニヲ3ヲ栗篠面晟通嚢亜轟
「

~~~~~‐一一―一―一一一―――-1

>匿名検査により、追跡不可 (HI∨等、他の性感染症検査との同時実施等)

>プライバシーヘの配慮 (家族に矢0られた<ない方等)

>保健所の人員不足,等

※フォローア

'プ

の具体的取組

●保健所/委託医療機関から、
>専 Pヨ医への受診勧奨
>専門医への紹介状交付
>専P5医への紹介状交付+返送状況による受療確認実施
●保健所から、
>電話/保健所への来所による相談の実施
>電話による受診状況の確認、未受診者への受診勧奨,等

_三二取再扉百二ラ弓iジ栗翼罷あI石曇百
>委託医療機関において、必要に応じたフォローアップ
ができるよう、専門医療機関を委託医療機関としている
(委託契約内容にフォローアップも含む)

>医療機関の判断に一任 (委託契約内容にフォローアップは含まなしヽ〕等
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２

３

　
　
４

　
　
１

６

　
　
０

２

　
　
３

自
治
体
区
分

都道府県
(47)    

‐

保健所設置
市 (66)

特別区 (23)

都道府県
(47)

保健所設置

市 (66)

特別区 (23)

い
一

37

46

12
※自治体として実施するフォローアップ (医療
機関が独自に行い、自治体として個 の々対応を把

※なお、半年後等、継続的なフォロ=アップを実施してしヽるこ回答した自治体は、

都道府県(10)t保健所設置市(19)、 特別区(4)tであった。

委託医療機関
実施分
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鰈
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時 45 42 44

※ 調査対象 :都道府県 (計47)

※未指定等の自治体

●拠点病院未指定

:東京都 → 検討中

(独自の幹事病院制度あり<相談機能なし>)

和歌山県 → 22年設置予定

●拠点病院指定かつ相談センター未設置

:北海道 &福島県 → 設置に向け検討中

,中縄県

○専門医療機関未確保

:和歌山県、佐賀県 → 22年度中確保予定
L_________一

一 一 一 一 ― 一 一 一 ― 一

指定済み拠点病院 (相談センター)の取組については、

肝炎情報センターにおいて、、別途、調査を実施

※ なお、拠点病院等連絡協議会については、拠点病院指定済み45道府県において、

> 未指定、又は、未開催 (不明含む) : 9 道府県

> 委員名、又は、構成医療機関名について、公表済み  : 6 県 という状況

(委員名の公表の可否 :要否についでは、各都道府県において、判断が分かれている。,

→ :専門事項を協議する場であ り:委員公表は不要、とする県もある。            |



委員氏名―の公表

|■‐選 :

2147 .19 7 15   4 28 28

患者等とは、悪者・感染者・家族・遺族のいずれかを指す。

未定・不要とする自治体のうち、

そもそも、氏名公表は、不可とする自治体あり。 (6県 )

>不可とする理由
:委嘱時に氏名公表について、:了

承手続きを行つていない、等

委員としての

憲者等※1の任命状況

臭施  多定 瑠

※調査対象 :都道府県
(計47)

開催実績(21年度)

なし  1回  2回
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い
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★ 憲者等を委員と していない主な理由 :

>  現在、検討中

>  肝炎対策協議会以外において、患者会との意見交換実施
>  特段の積極的理由なし (国の補助金実施要綱上、明記がないため、検討していない、等)

>  県下|こ代表的患者会が存在しなしヽ、又は、把握てきてしヽなしヽ

>  専門的な議論を行う場であるため、 等



1411その他tl都道府県におけ:る.t 肝‐炎対‐策に係る取組|

※ 調査対象 :都道府県、保健所設置市、

↓     特男1区 (計136)

(計47)

肝炎対策に

特化 した計画

指定済 予定

その他、都道府県策i定'に係る

計画において位置づけ

保健医療 がん対策 健康増
計画  推進計画 進計画

今後の

検討

必要性の

認識※1

1026 11 16
い
、

26

※ 2 肝炎対策協議会等の委員として、患者等

を任命している場合を含む

検討中
(検討予定)

1

(2)



※ 調査対象 ::都道府県、保健所設置市、

↓      特別区(計
136)

※本頁集計対象 :都道府県 (計47)

都道
府県
(47)

47 21 31 30

「
及 それ以外の取組としては、下記内容等を実施。

●新聞 :

〈20自治体〉

●雑誌 :

(3自治体〉

●テレビ :

〈8自治体〉

●自治体広報誌 : 例)肝炎基本法・肝炎患者等の人権尊重につぃての記事掲載、等
〈29自治体) 、            、

●シンポジウム : 例)県民公開講座における(肝炎医療費助成制度・肝炎検査勧奨、等
(24自治体)

●その他 :   ~例 )県のメ=ルマガジンにおいて、月干疾患相談センターについてのお知らせ、
コンビニにおけるポスター掲示・リァフレット配架、ショッピングモールの
オーロラビジョンを使用した肝炎検査勧奨、等

― ―

|

い
い 例)肝炎座談会の内容掲載、月干疾患相談センターについての広報、肝炎の特集記事

掲載、肝炎検査の無料実施のお知らせ、等

例)県医師会雑誌への肝炎医療費助成制度・肝炎検査の実施状況報告の掲載、等

例)肝炎の特集シリTズの放映、肝疾患相談センターについての広報、等

|

|

|

|_

(29自治体〉

― 一 ― 一 ― 一 ― 一 一 一 一 ― ― ― ― 一 ― 一 一 ― 一 ― 一 ― ― ― 一 一 一 一 ― 一 一
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一
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